
　申立てに必要な費用

　□　不在者１人につき　収入印紙　８００円分
　□　連絡用の郵便切手　５,７００円分【５００円２枚、３５０円８枚、
　　　１００円１枚、８４円２０枚、１０円１０枚、２円１０枚】
　※審理中に官報公告料４，８１６円を納めてもらうことになります。
※　収入印紙・郵便切手は裁判所では販売していません。あらかじめ郵便
局等で購入してください。

　申立てに必要な書類

　□　申立書　１通
　□　不在者の戸籍謄本　１通
　□　不在者の戸籍附票　１通
　□　不在を証する資料（不在者の捜索願受理証明書、返戻された不
　　在者宛ての手紙等）
　□　申立人の利害関係を証する資料（親族関係であれば戸籍謄本（
　　全部事項証明書））
　※そのほかに書類の提出をお願いすることがあります。

　申立てをする人 　利害関係がある人、検察官

　不在者の住所地の家庭裁判所　申立てをする裁判所

「失踪宣告」の手続とは・・・

不在者の生死が７年間明らかでないとき（戦地に臨んだ人、沈没した船舶の中に

あった人、そのほかの危難に遭遇した人については、危難が去った後、１年間生死

が明らかでないとき。この類型を「危難失踪」といいます。）に、その人を法律上死亡

したものとみなす宣告をする家庭裁判所の手続のことです（民法30条）。

この手続を行いたいときは、以下の書類等を用意し、裁判所に提出してください。
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確定の公告
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※生存が判明したり、死亡が判明した時点

で、却下の審判が出されることもあります。
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よくあるご質問

不在者の生死が不明になってから７年間が満了したとき（危難失踪の場合は、危難が

去ったとき）に死亡したものとみなされます。そして、不在者（失踪者）についての相続が

開始され、仮に不在者が婚姻をしていれば、婚姻関係が解消します。

Q1 失踪宣告がされると、どうなるのですか？

Q2 申立てをした後は、どのような手続が行われるのですか？

多くの場合、申立人や不在者の家族などに対し、家庭裁判所調査官による調査が行

われます。その後、裁判所が定めた期間内（３か月以上。危難失踪の場合は１か月以

上）に、不在者は生存の届出をするように、不在者の生存を知っている人はその届出を

するように官報や裁判所の掲示板で催告（「公示催告」といいます。）をし、その期間内

に届出などがなかったときに失踪の宣告がされます。

Q3 失踪宣告がされたときは、どのような手続をすればよいのですか？

Q4 失踪宣告後に、不在者が現れたときは、どのような手続をすればよいのですか？

失踪宣告を取り消すためには、不在者本人又は利害関係人が、不在者本人の住所地

の家庭裁判所に「失踪宣告の取消」の審判の申立てをし、失踪宣告を取り消す旨の審

判を受ける必要があります。

申立人には、戸籍法による届出義務がありますので、審判が確定してから１０日以内

に、市区町村役場に失踪の届出をしなければなりません。届出には、審判書謄本と確定

証明書が必要になりますので、審判をした家庭裁判所に確定証明書の交付の申請をし

てください。

届出は、不在者の本籍地又は申立人の住所地の役場にしなければなりません。その

他、届出の詳細は、届出をする役場にお問い合わせください。

〒４６０－０００１

名古屋市中区三の丸一丁目７番１号 名古屋家庭裁判所 家事受付センター

（ TEL  ０５２－２２３－２８３０ ）

名古屋家庭裁判所（本庁）に申立てをする場合の申立書等の提出（送付）先


